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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社には、関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 
至2006年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

自2005年 
４月１日 
至2006年 
３月31日 

売上高（千円） 3,640,704 3,581,721 3,675,894 7,543,488 7,489,474 

経常利益（千円） 154,295 213,587 112,928 444,824 457,831 

中間（当期）純利益（千円） 97,679 134,957 43,504 240,416 290,496 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 340,671 340,671 340,671 340,671 340,671 

発行済株式総数（株） 3,750,931 3,750,931 3,750,931 3,750,931 3,750,931 

純資産額（千円） 2,285,244 2,487,920 2,611,545 2,390,472 2,605,546 

総資産額（千円） 3,600,382 3,615,352 3,654,968 3,683,002 3,671,136 

１株当たり純資産額（円） 609.25 663.28 696.30 637.30 694.70 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
22.06 35.98 11.59 58.77 77.45 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 10.00 10.00 10.00 20.00 20.00 

自己資本比率（％） 63.5 68.8 71.5 64.9 71.0 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
78,009 170,841 97,799 435,832 358,856 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△49,093 △134,697 80,221 △221,774 △291,324 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△486,962 △106,564 2,428 △604,793 △206,248 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
236,094 232,984 345,139 303,405 164,689 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

139 

(673)

144 

(710)

142 

(735) 

137 

(770)

141 

(790)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び親会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、準社員を含む。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  2006年９月30日現在

従業員数（人） 142(735) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金利上昇などの懸念材料はあるものの、企業業績と個

人消費の回復を受けて、景気は着実に回復してまいりました。 

 外食産業におきましては、米国産牛肉に象徴される食の安全性の問題やマーケット規模の縮小に加え、店舗数過

剰による競争の激化により依然として厳しい状況が続いております。 

 当社はこのような状況のもと、季節感を取り入れた新商品の投入や、商品の品質向上とその安定化のための施策

を積極的に進めてまいりました。 

 店舗展開につきましては、久兵衛屋２店舗を新規出店し、ミスタードーナツ２店舗、モスバーガー１店舗をリニ

ューアルいたしました。これにより当中間会計期間末の店舗数は、久兵衛屋45店舗、ミスタードーナツ39店舗、モ

スバーガー12店舗の合計96店舗となりました。 

 当中間会計期間の業績は、販売促進の効果等により、売上高36億75百万円（前年同期比2.6％増）となりまし

た。利益につきましては、原油高に起因する光熱費、配送費の上昇、新規出店の開業費や既存店の改装費等があ

り、経常利益は１億12百万円（同47.1％減）、中間純利益は43百万円（同67.8％減）となりました。  

 各部門の状況は以下のとおりであります。 

① 久兵衛屋部門 

 商品・販売促進政策につきましては、「季節感を感じさせるメニュー」及び「久兵衛屋でしか味わえないメニ

ュー」づくりをコンセプトに、お値打ち感のあるランチメニュー及び「涼風」、「辛うま」、「スタミナ」をテ

ーマとした夏のフェアメニューを投入してまいりました。 

  店舗政策につきましては、「なめがわ店」「本庄児玉店」の２店舗の出店を行いました。 

  売上高は、既存店の売上が伸び悩み、13億30百万円（前年同期比5.8％減）となりました。 

  

② ミスタードーナツ部門 

 商品・販売促進政策につきましては、「エンゼルエッグ」、「フルーツシュードーナツ」、「ポン・デ・夏み

かん」等の新商品、季節商品を販売いたしました。また、100円セール、テレビコマーシャル等による販売促進

活動を行ってまいりました。 

  店舗政策につきましては、「アピタ足利ショップ」１店舗の移転及び「南浦和ショップ」１店舗の改装を行い

ました。 

  販売促進等の効果により、売上高は19億36百万円（前年同期比11.5％増）となりました。 

③ モスバーガー部門 

 商品・販売促進政策につきましては、「春雨中華 海老カツバーガー」、「ナン・カレー、ナン・タコス」、

「フィッシュマリネバーガー」等の新商品、季節商品を販売いたしました。また、「おいしさ、安全、安心、健

康」を追求した商品の販売及びモスバーガーブランドの向上等を行いました。 

 店舗政策につきましては、「行田店」１店舗の緑モスへの転換を行いました。 

 既存店の売上高の伸び悩みもあり、売上高は４億８百万円（前年同期比5.3％減）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は３億45百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は97百万円となり、前中間会計期間に比べ73百万円減少い

たしました。これは主に、税引前中間純利益が１億55百万円減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は80百万円となり、前中間会計期間に比べ２億14百万円増

加いたしました。これは主に、定期預金の払戻による収入が２億45百万円増加した一方、有形固定資産の取得によ

る支出１億52百万円、保証金の差入による支出97百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は２百万円となり、前中間会計期間に比べ１億８百万円増

加いたしました。これは主に長期借入資金１億円を銀行より調達したこと等によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 店舗の地域別収容能力及び収容実績 

 当中間会計期間の収容能力及び収容実績を都府県別に示すと、次のとおりであります。 

                                         2006年９月30日現在 

 （注）客席数は、当中間会計期間の営業日数×各店舗客席数として算出しております。 

(2) 受注状況 

 当社は飲食業のため、該当事項はありません。 

地域 

客席数 来店実績 

席数 
（千席） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

人数 
（千人） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

埼玉県 850 67.3 104.9 3,119 59.6 102.8 

新潟県 124 9.8 103.4 1,011 19.3 108.0 

東京都 55 4.4 100.0 299 5.7 100.2 

宮崎県 20 1.6 100.5 149 2.9 107.3 

大阪府 14 1.2 100.0 161 3.1 102.8 

千葉県 90 7.2 100.4 175 3.4 87.3 

群馬県 58 4.6 100.0 106 2.0 89.0 

奈良県 4 0.4 100.0 94 1.8 116.1 

栃木県 9 0.7 104.9 59 1.1 104.9 

茨城県 35 2.8 90.7 56 1.1 95.8 

合計 1,263 100.0 103.4 5,232 100.0 102.9 



(3) 販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別及び都府県別に示すと、次のとおりであります。 

① 部門別販売実績 

 （注）１．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 都府県別販売実績 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門等の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

久兵衛屋部門 1,330,319 94.2 

ミスタードーナツ部門 1,936,670 111.5 

モスバーガー部門 408,904 94.7 

合計 3,675,894 102.6 

地域 金額（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

埼玉県 2,220,908 60.4 101.7 

新潟県 697,892 19.0 111.8 

東京都 202,817 5.5 97.7 

宮崎県 101,264 2.8 108.5 

大阪府 98,667 2.7 103.6 

千葉県 136,232 3.7 87.7 

群馬県 77,695 2.1 85.0 

奈良県 52,124 1.4 119.1 

栃木県 45,035 1.2 107.5 

茨城県 43,254 1.2 96.3 

合計 3,675,894 100.0 102.6 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

 当中間会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備投資のうち、当中間会計期間において、完了したものは次のとおりでありま 

す。 

店名 設備の内容 投資額（千円） 完了年月 増加客席数（席） 

 久兵衛屋なめがわ店 

 久兵衛屋本庄児玉店 

 店舗設備  

店舗設備 

11,793 

12,470 

2006年6月  

2006年7月  

88 

88 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,500,000 

計 11,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（2006年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2006年12月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,750,931 3,750,931 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,750,931 3,750,931 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 2006年４月１日 

～ 

2006年９月30日 

－ 3,750,931 － 340,671 － 268,640 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）2006年９月１日をもって１単元の株式数を1,000株から100株に変更いたしました。 

  2006年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ゼンショー 東京都港区港南２丁目18番１号 2,178 58.1 

大和フーヅ従業員持株会 埼玉県熊谷市大字広瀬104番地 98 2.6 

小川 賢太郎 神奈川県横浜市西区 50 1.3 

林 美津夫 東京都世田谷区 45 1.2 

金田 誠 埼玉県熊谷市 40 1.1 

高田 秀穂 埼玉県川口市 30 0.8 

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町１番33号 26 0.7 

長谷川 勝雄 埼玉県熊谷市 24 0.7 

杉田 耕次郎 埼玉県大里郡江南町 23 0.6 

宮下 昌重 群馬県伊勢崎市 22 0.6 

計 － 2,536 67.6 

  2006年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       300  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,750,300  37,503 － 

単元未満株式 普通株式      331 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 3,750,931 － － 

総株主の議決権 － 37,503 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  (1)退任役員 

  2006年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大和フーヅ株式会社 
埼玉県熊谷市大字広瀬

104番地 
300 － 300 0.0 

計 － 300 － 300 0.0 

月別 2006年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,400 1,400 1,466 1,442 1,461 1,469 

最低（円） 1,373 1,298 1,300 1,401 1,409 1,345 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 管理本部長 中山 博文  2006年９月３日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1977年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（2005年４月１日から2005年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（2005年４月１日から2005年９月30日まで）及

び当中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の中間財務諸表についてあずさ監査法人により中間監

査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  477,984   355,139   409,689   

２ 売掛金  79,644   93,074   94,933   

３ たな卸資産  51,003   45,259   47,783   

４ その他  120,879   109,204   108,937   

流動資産合計   729,511 20.2  602,678 16.5  661,346 18.0 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物  747,923   804,951   814,733   

(2) 器具及び備品  208,673   270,452   232,776   

(3) 土地  160,383   160,383   160,383   

(4) 建設仮勘定  4,039   24,548   2,736   

(5) その他  224,365   241,980   242,910   

有形固定資産合計  1,345,386  37.2 1,502,316  41.1 1,453,540  39.6 

２ 無形固定資産           

(1) 電話加入権  13,249   13,249   13,249   

(2) ソフトウェア  5,991   4,186   5,534   

(3) その他  5,854   5,369   5,612   

無形固定資産合計  25,094  0.7 22,805  0.6 24,395  0.7 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  35,000   33,500   33,500   

(2) 差入保証金  1,311,636   1,338,176   1,283,108   

(3) 保険積立金  102,024   71,688   97,196   

(4）前払年金費用  －   50,678   46,556   

(5) その他  66,699   33,124   71,492   

投資その他の資産
合計  1,515,360  41.9 1,527,168  41.8 1,531,853  41.7 

固定資産合計   2,885,841 79.8  3,052,289 83.5  3,009,790 82.0 

資産合計   3,615,352 100.0  3,654,968 100.0  3,671,136 100.0 

 



  
前中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  206,990   190,626   199,005   

２ 一年内返済予定の
長期借入金  121,912   137,501   119,988   

３ 未払法人税等  81,188   32,709   65,499   

４ 賞与引当金  69,867   69,029   69,867   

５ その他  285,536   290,865   288,232   

流動負債合計   765,494 21.2  720,731 19.7  742,591 20.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  310,037   272,536   250,043   

２ 退職給付引当金  17,948   31,308   37,713   

３ 役員退職慰労引当
金  23,562   1,046   25,240   

４ その他  10,390   17,800   10,000   

固定負債合計   361,937 10.0  322,690 8.8  322,997 8.8 

負債合計   1,127,432 31.2  1,043,422 28.5  1,065,589 29.0 

 



  
前中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   340,671 9.4  － －  340,671 9.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  268,640   －   268,640   

資本剰余金合計   268,640 7.4  － －  268,640 7.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  41,889   －   41,889   

２ 任意積立金  1,632,000   －   1,632,000   

３ 中間（当期）未処
分利益  204,725   －   322,754   

利益剰余金合計   1,878,614 52.0  － －  1,996,644 54.4 

Ⅳ 自己株式   △5 △0.0  － －  △408 △0.0 

資本合計   2,487,920 68.8  － －  2,605,546 71.0 

負債資本合計   3,615,352 100.0  － －  3,671,136 100.0 

    (純資産の部）           
 Ⅰ 株主資本           
  １ 資本金        －     -  340,671 9.3       －     - 

  ２ 資本剰余金           
   (1)資本準備金       －   268,640        －   
    資本剰余金合計        －     -  268,640 7.4       －     - 

  ３ 利益剰余金           
   (1)利益準備金       －   41,889        －   
   (2)その他利益剰余金           
    配当準備積立金       －   20,000        －   
    別途積立金       －   1,839,000        －   
    繰越利益剰余金       －   101,753        －   
    利益剰余金合計        －     -  2,002,643 54.8       －     - 

  ４ 自己株式        －     -  △408 △0.0       －     - 

  株主資本合計        －     -  2,611,545 71.5       －     - 

  純資産合計        －     -  2,611,545 71.5       －     - 

  負債純資産合計        －     -  3,654,968 100.0       －     - 



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,581,721 100.0  3,675,894 100.0  7,489,474 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,014,798 28.3  1,060,858 28.9  2,166,640 28.9 

売上総利益   2,566,922 71.7  2,615,035 71.1  5,322,833 71.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,357,004 65.8  2,508,195 68.2  4,871,919 65.1 

営業利益   209,918 5.9  106,840 2.9  450,914 6.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,364 0.5  21,399 0.6  31,274 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  12,695 0.4  15,312 0.4  24,357 0.3 

経常利益   213,587 6.0  112,928 3.1  457,831 6.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  46,002 1.3  2,715 0.1  62,993 0.8 

Ⅶ 特別損失 ※4.5  20,258 0.6  31,501 0.9  32,914 0.4 

税引前中間（当
期）純利益   239,331 6.7  84,142 2.3  487,910 6.5 

法人税、住民税及
び事業税  72,009   22,693   152,421   

法人税等調整額  32,364 104,374 2.9 17,944 40,637 1.1 44,991 197,413 2.6 

中間（当期）純利
益   134,957 3.8  43,504 1.2  290,496 3.9 

前期繰越利益   69,767   －   69,767  

中間配当額   －   －   37,509  

中間（当期）未処
分利益 

   204,725   －   322,754  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

  

  当中間会計期間（自2006年４月１日 至2006年９月30日）                                  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
配当準備 

別途積立金
繰越利益 

積立金 剰余金 

2006年３月31日 残高 

       （千円） 340,671 268,640 268,640 41,889 20,000 1,612,000 322,754 1,996,644 △408 2,605,546

 中間会計期間中の 

     

    

  変動額 

  剰余金の配当 － － － － － － △37,505 △37,505 － △37,505 

  中間純利益 － － － － － － 43,504 43,504 － 43,504 

  別途積立金の積立  － － － － － 227,000 △227,000 － － － 

 中間会計期間中の 

－ － － － － 227,000 △221,001 5,999 － 5,999  変動額合計 （千円） 

2006年９月30日 残高 

       （千円） 340,671 268,640 268,640 41,889 20,000 1,839,000 101,753 2,002,643 △408 2,611,545

           

 純資産合計          

2006年３月31日 残高 

       （千円） 2,605,546  
        

 中間会計期間中の 

  

        

 変動額         

  剰余金の配当 △37,505  
        

  中間純利益 43,504  
        

  別途積立金の積立  －  
        

 中間会計期間中の 

5,999  

        

 変動額合計 （千円）         

2006年９月30日 残高 

       （千円） 2,611,545  
        

           



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー     

税引前中間（当期）純利益  239,331 84,142 487,910 

減価償却費  54,254 77,906 133,735 

賞与引当金の増減額  △3,912 △838 △3,912 

退職給付引当金及び前払年金費
用の増減額  △37,585 △10,527 △64,377 

役員退職慰労引当金の増減額  △48,860 △24,194 △47,182 

受取利息及び配当金  △671 △809 △704 

受取保険金  21 － △408 

支払利息  2,820 2,176 5,218 

移転保証金  － － △57,611 

有形固定資産除却損  14,316 23,497 19,936 

減損損失  5,941 － 5,941 

売上債権の増減額  △2,686 1,858 △17,975 

たな卸資産の増減額  △2,698 2,525 520 

仕入債務の増減額  △10,624 △8,378 △18,609 

その他  17,316 6,882 21,151 

小計  226,962 154,241 463,631 

利息及び配当金の受取額  1,041 820 1,069 

利息の支払額  △2,795 △2,207 △5,154 

保険金による収入  1,788 73 2,162 

移転保証金の受取額  － － 57,611 

法人税等の支払額  △56,156 △55,127 △160,464 

営業活動による 
キャッシュ・フロー  170,841 97,799 358,856 

 



  
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  － △10,000 △564,000 

定期預金の払戻による収入  － 245,000 564,000 

有形固定資産の取得による支出  △114,328 △152,452 △301,634 

無形固定資産の取得による支出  △480 － △2,934 

保証金の差入による支出  △19,019 △97,497 △69,463 

保証金の回収による収入  1,414 42,788 80,386 

保険積立金による支出  － △2,933 △15,450 

保険積立金解約による収入  － 55,460 11,724 

長期未収入金の回収による収入  － － 10,058 

その他の支出  △7,654 △1,965 △5,721 

その他の収入  5,370 1,821 1,710 

投資活動による 
キャッシュ・フロー  △134,697 80,221 △291,324 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

長期借入れによる収入  － 100,000 － 

長期借入金の返済による支出  △69,317 △59,994 △131,235 

配当金の支払額  △37,247 △37,577 △74,609 

自己株式取得による支出  － － △403 

財務活動による 
キャッシュ・フロー  △106,564 2,428 △206,248 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（又
は減少額△）  △70,421 180,449 △138,716 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  303,405 164,689 303,405 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

 232,984 345,139 164,689 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日） 

前事業年度 

（自 2005年４月１日 

至 2006年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

最終仕入原価法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 7～24年

器具及び備品 4～15年

その他  

構築物 10～30年

機械及び装置 6～15年

(1) 有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 7～24年

器具及び備品 3～15年

その他  

構築物 10～30年

機械及び装置 6～15年

(1) 有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 7～24年

器具及び備品 4～15年

その他  

 構築物 10～30年

 機械及び装置 6～15年

 (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年以内）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。 

(1) 賞与引当金 

同左 

(1) 賞与引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え 

 るため、旧役員退職慰労金規程 

 に基づく中間期末要支給額を計 

 上しております。 

 なお、当社は、2006年６月に役 

 員退職慰労金制度を廃止してお 

 ります。当中間期末の引当計上  

  額は、現任の役員が制度廃止ま 

  でに在任していた期間に応じて 

  計上した額であります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日） 

前事業年度 

（自 2005年４月１日 

至 2006年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。 

消費税等の会計処理  

 同左 

消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

  

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

 （有形固定資産の減価償却方法）

有形固定資産の減価償却の方法につ

いては、従来、定率法（ただし、

1998年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く。）は定額

法）によっていましたが、当中間会

計期間よりすべての有形固定資産に

ついて定額法に変更しております。 

 この変更は、積極的な新店投資を

見込む中期経営計画策定にあたり有

形固定資産の使用状況や店舗の修繕

状況を検討した結果、店舗の各設備

が機能的に一体となって長期安定的

に使用され、設備投資の効果や収益

への貢献度合いが長期的に発現する

と見込まれるため、取得原価を耐用

年数にわたって均等配分することに

より費用と収益の対応を図り、経営

実態をより的確に反映するために実

施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合と比較して減価償却費は35,315千

円減少し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ同額増

加しております。   

────── １.有形固定資産の減価償却方法  

 有形固定資産の減価償却の方法に

ついては、従来、定率法（ただし、

1998年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く。）は定額

法）によっていましたが、当期より

すべての有形固定資産について定額

法に変更しております。この変更

は、積極的な新店投資を見込む中期

経営計画策定にあたり有形固定資産

の使用状況や店舗の修繕状況を検討

した結果、店舗の各設備が機能的に

一体となって長期安定的に使用さ

れ、設備投資の効果や収益への貢献

度合いが長期的に発現すると見込ま

れるため、取得原価を耐用年数にわ

たって均等配分することにより費用

と収益の対応を図り、経営実態をよ

り的確に反映するために実施したも

のであります。この結果、従来の方

法によった場合と比較して減価償却

費は88,668千円減少し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそ

れぞれ同額増加しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 2002

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準適用指針」（企業

会計基準委員会 2003年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前中間純利益が、

5,941千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、中間財務諸表等規則に基づき当

該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── ２.固定資産の減損に係る会計基準 

 当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 2002年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 2003年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用して

おります。これにより税引前当期純

利益が5,941千円減少しておりま

す。なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 



前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

 計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 2005年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

2005年12月９日）を適用しております。 

 これによる損益の影響はありません。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,611,545千円であり、この適用による増減

はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に伴い、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

──────  （中間キャッシュ・フロー計算書） 

    前中間会計期間において「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他の支出」に含まれておりました「保険

積立金による支出」は、重要性が増したため、当中間会計

期間より区分掲記しております。 

  なお、前中間会計期間の「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他の支出」に含めておりました「保険積

立金による支出」は、863千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

前事業年度末 
（2006年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

              2,255,673千円              2,134,964千円               2,211,638千円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 

受取配当金 

受取家賃 

     46千円

    625千円

  8,217千円

受取利息 

受取家賃 

     59千円

 10,736千円

受取利息 

受取家賃 

     79千円

 17,498千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息   2,820千円

支払家賃 7,290千円

支払利息   2,176千円

賃貸原価  10,973千円

支払利息   5,218千円

賃貸原価 15,396千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．────── ※３．特別利益のうち主要なもの 

移転補償金 40,620千円

役員退職慰労引当金戻

入益 

 5,382千円

 移転補償金 57,614千円

役員退職慰労引当金戻

入額 

5,382千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損  14,316千円 固定資産除却損  30,231千円 固定資産除却損  26,973千円

※５.当社は以下の減損損失を計上し

ております。 

 資産のグルーピングは、主として店

舗単位とし、本社は共有資産として行

っております。  

 上記店舗については、近い将来に店

舗の閉鎖を予定していることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減損し、減

損損失5,941千円（建物4,732千円、そ

の他1,209千円）を計上しました。な

お、店舗用資産の回収可能価額は使用

価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを4.3％で割り引いて算

定しております。 

     用  途 種類   金 額   

 直営店舗１店舗 建物等   5,941千円

※５．────── ※５.当社は以下の減損損失を計上し

ております。 

 資産のグルーピングは、主として店

舗単位とし、本社は共有資産として行

っております。  

 上記店舗については、閉店を決定し

たことから、帳簿価額を回収可能価額

まで減損し、減損損失5,941千円（建

物4,732千円、その他1,209千円）を計

上しました。なお、店舗用資産の回収

可能価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを4.3％

で割り引いて算定しております。 

     用  途 種類   金 額   

 直営店舗１店舗 建物等   5,941千円

６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 

有形固定資産  51,581千円

無形固定資産   1,539千円

有形固定資産  74,191千円

無形固定資産  1,590千円

有形固定資産 109,237千円

無形固定資産   3,153千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

  ３．配当に関する事項 

 前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末 

株式数（株） 株式数（株） 株式数（株） 

発行済株式     

 普通株式 3,750,931 － － 3,750,931 

自己株式     

 普通株式 335 － － 335 

(1)配当金支払額 
      

決議 株式の種類 
配当金の総額 １株当たり 

基準日 効力発生日 
 

（千円）  配当額（円）  

   2006年6月21日 

 定時株主総会 
普通株式 37,505 10  2006年3月31日 2006年6月21日  

       

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末日後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
基準日 効力発生日 

配当額（円） 

 2006年11月21日 
普通株式 利益剰余金 37,505 10  2006年9月30日  2006年12月5日

取締役会 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金

額との関係 

（2005年９月30日現在） （2006年９月30日現在） （2006年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金及び預金勘定 477,984

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金等 
△245,000

現金及び現金同等物 232,984

現金及び預金勘定 355,139

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金等 
△10,000

現金及び現金同等物 345,139

現金及び預金勘定 409,689

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金等 
△245,000

現金及び現金同等物 164,689



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 4,910 3,273 1,636 

その他 4,170 3,405 764 

合計 9,080 6,679 2,401 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 34,844 5,253 29,590

合計 34,844 5,253 29,590

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 4,910 3,764 1,145

その他 4,170 3,822 347

合計 9,080 7,587 1,493

（注）なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注）なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内  1,746千円

１年超  654千円

合計  2,401千円

１年内 6,641千円

１年超 22,949千円

合計 29,590千円

１年内 1,329千円

１年超 163千円

合計  1,493千円

（注）なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

同左 （注）なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,015千円

減価償却費相当額  1,015千円

支払リース料 1,987千円

減価償却費相当額 1,987千円

支払リース料  1,923千円

減価償却費相当額 1,923千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（2005年９月30日現在） 

有価証券 

時価のない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（2006年９月30日現在） 

有価証券 

時価のない主な有価証券の内容 

前事業年度末（2006年３月31日現在） 

有価証券 

時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 2005年４月１日 至 2005年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 35,000 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 33,500 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 33,500 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１株当たり純資産額 

   663円28銭 

１株当たり純資産額 

      696円30銭 

１株当たり純資産額 

694円70銭 

１株当たり中間純利益金額 

  35円98銭 

１株当たり中間純利益金額 

    11円59銭 

１株当たり当期純利益金額 

 77円45銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日) 

前事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 134,957 43,504 290,496 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (－)  （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
134,957 43,504 290,496 

期中平均株式数（株） 3,750,918 3,750,596 3,750,799 



(2）【その他】 

 2006年11月21日開催の取締役会において、当期の中間配当に関して次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・ 37百万円 

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・2006年12月5日 

（注）2006年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日）2006年６月22日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月19日 

大和フーヅ株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 輝夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 美晃  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和フ

ーヅ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大和フーヅ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 追記情報 

 （1）「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間よ

り有形固定資産の減価償却の方法について、定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備

を除く。）は定額法）から定額法に変更している。 

 （2）「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間よ

り固定資産の減損に係る会計基準を適用することとしている。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月22日 

大和フーヅ株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 輝夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 美晃  ㊞ 

     

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士  貝塚 真聡  ㊞   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和フ

ーヅ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大和フーヅ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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